
オフィス移転・新設に関する補助制度概要

コロナ禍を経てオフィスの地方分散が進むなか、事務系企業等の新たな
産業集積を期するため、次世代自動車・宇宙・ＧＸ・ＤＸ等、今後成⾧
が期待される分野について支援する新たなメニューを既存補助制度に加
え、事務系企業の誘致促進を図ります。

令和6年4月
企業立地・支援課

①成⾧が期待される分野
を支援

②小規模なオフィス移転・新設
を支援

③中規模以上のオフィス移転・新設
を支援

借室料 テナント移転・新設

雇用要件 5人純増

補助率 1/4 1/2

上限額 500万円/年
(最大5年間)

500万円

対象分野 次世代自動車、宇宙関連、Ｇ
Ｘ・ＤＸ関連、ＩＴ関連、食品
関連、医療・バイオ、まちなか

雇用要件 なし

補助率 1/4

上限額 150万円

借室料を最大5年間支援

借室料 テナント
移転・新設

雇用要件 2人純増

補助率 1/4 1/3

上限額 200万円/
年
(最大2年間)

200万円

オフィス移転・
新設支援補助金

情報通信関連
企業補助金

情報通信関連
企業補助金
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詳細については、お問い合わせください。【問合せ先】鳥取市企業立地・支援課 📞 0857-20-3225 📧 ricchi@city.tottori.lg.jp
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